
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

前年度課室名 健康推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事務事業名称

課　名

4 1 2 126 頁 予防費 予防接種事業

目
的

社会的感染拡大防止と疾病予防
対
象

市民

事
業
概
要

　○定期予防接種事業
　　　予防接種法に基づき、乳幼児に対してBCG、三種混合、二種混合、麻疹、風疹、MR（麻疹・風疹混合）日本脳炎、
　　　高齢者についてはインフルエンザの予防接種を委託医療機関において個別接種として実施

　○集団予防接種事業
　　　予防接種法に基づき、乳幼児に対してポリオ予防接種を集団接種にて実施
　
　○子宮頸がん等ワクチン接種事業
　　　国の円高・デフレ対応の緊急総合経済対策として、22年度、23年度の2カ年間、ワクチン接種緊急臨時特例交付金事業にて実施
　　　（子宮頸がん、ヒブワクチン、小児用肺炎ワクチン接種料を全額助成）
　
　○任意予防接種事業
　　　水痘予防接種と75歳の高齢者の肺炎ワクチンを市内の医療機関に委託

国・県支出金 市債 その他 一般
臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

45,470 3

評価

経常 定期予防接種事業
乳幼児　3353人
インフル　8,754人

委託料 47,838 45,470

経常 集団予防接種事業 ポリオ449人 委託料 1,000 961 961 3

3臨時
子宮頸がん等ワクチン接
種事業

子宮がん1,165人
ヒブ949人
小児肺炎球菌1,156人

委託料 44,136 40,501 19,199 21,302

経常 任意予防接種事業
小児水痘225人
高齢者肺炎球菌219人

委託料 3,895 3,827 438 3,389 3

臨時
新型インフルエンザワクチ
ン実費負担費用軽減事業

0計 96,869 90,759 19,199 438 71,122

市民生活課

廃止



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

成
果
指
標

指標名 予防接種率の向上 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

数値 ―

目標 95% 目標 ―

ｂ MR2期接種率 ｃ 市内医療機関活
動
指
標

指標 a MR1期予防接種率

数値 目標 95%

Ｈ２２

予防接種率を向上させることが、疾病予防になるため

ｄ

目標

Ｈ２３ 活動指標名 単位 Ｈ２１成果指標名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２

MR1期予
防接種率

％
70.2― ―

予防接種率の向上
―

―

― ―

Ｈ２３

96.5

98.4 ％

％

％ 95.1 ％

％

―

％ 92.2

b
MR2期接
種率

％
92.8

―

―
a

ｄ

―
c

市内医療
機関

ヶ所
25 ヶ所

ポリオが不活化ワクチンに変更し、4種混合ワクチンとなる。また子宮
頸等ワクチンが定期予防接種となることで、補助金がなくなり財政的
に負担増となる

― ―

26 ヶ所 26 ヶ所

対応（改善点等）

課題

対応については、県下の動向を注視していく。

決 算 額 （千円）
Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

72,128 63,372 90,759

Ｈ２４ 方向性

82,868
増額

国　　費

ポリオ接種が集団接種から個
別接種になるため

うち経常経費 38,594 38,647 48,300 50,451

理由

一般財源 38,594

市　　債
財
源
内
訳

県　　費 33,534 8,026 19,199 16,147

そ の 他

事業費に係る人件費 17,066 17,519 13,115 12,967

うち経常 38,594 38,647

3
個人または社会的感染拡大を防止す
るために有効である

55,346 71,122 66,721

48,300 50,451

438

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
乳幼児～高齢者に至る市民全員が
享受できている

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
予防接種法により、行政の責任を課
せられている

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
接種率は徐々に向上している。ただし
ポリオ接種については不十分さがあ
る

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

事業の方向性 評価内容

継続 適切及び効果的な事業実施を行うこと。

3
身近な医療機関で接種できることが
接種率向上につながる手段と判断す
る

3

3

33

2

0

1

2

3
事業の必要性

行政の
関与性

手段の

妥当性

事業の
有効性

受益の

対象性

分析グラフ


